
2025年合格目標 予想論点マスター講座 

                        4                     無断複写・転載を禁じます 

 

 

 

１ 出題実績 

   R5-4、R3-4、H29-4、H25-4、H19-6、H15-4 

 

２ 論点解説 

 

  

１ 後見、保佐及び補助 
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【図表１】 後見、保佐及び補助の制度の概要 

 後見開始の審判 保佐開始の審判 補助開始の審判 

要

件 
判 断 能 力 

精神上の障害により事理弁

識能力を欠く常況 

精神上の障害により事理弁

識能力が著しく不十分 

精神上の障害により事理弁

識能力が不十分 

開

始 

申 立 権 者 

本人、配偶者、４親等内の

親族、未成年後見人、未成

年後見監督人、保佐人、保

佐監督人、補助人、補助監

督人又は検察官 

本人、配偶者、４親等内の

親族、後見人、後見監督人、

補助人、補助監督人又は検

察官 

本人、配偶者、４親等内の

親族、後見人、後見監督人、

保佐人、保佐監督人又は検

察官 

本人の同意 不要 不要 必要 

機

関 

本 人 成年被後見人 被保佐人 被補助人 

保 護 者 成年後見人 保佐人 補助人 

監 督 者 成年後見監督人 保佐監督人 補助監督人 

同

意

権

・

取

消

権 

対 象 

日常生活に関する行為以外

の行為 

（同意権なし） 

13条１項所定の行為 

【図表２】 

家庭裁判所が定める特定の

法律行為（13条１項所定の

行為の一部） 

手 続 後見開始の審判 保佐開始の審判 

補助開始の審判 

＋同意権付与の審判 

＋本人の同意 ※２ 

取 消 権 者  本人・成年後見人 本人・保佐人 本人・補助人 

代

理

権 

対 象 
財産に関する全ての法律行

為 ※１ 

家庭裁判所が定める特定の

法律行為 

家庭裁判所が定める特定の

法律行為 

手 続 後見開始の審判 

保佐開始の審判 

＋代理権付与の審判 

＋本人の同意 

補助開始の審判 

＋代理権付与の審判 

＋本人の同意 

責

務 
身上配慮義務 意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮する義務 

※１ 成年後見人は、日用品の購入その他日常生活に関する行為についても、本人である成年被後見人を代理す

ることができる（859）。 

※２ 補助人の同意を要する旨の審判を受けていない被補助人（補助人に代理権を付与する旨の審判のみを受け

た被補助人）は、制限行為能力者ではない（13Ⅰ⑩参照）。  
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【図表２】 保佐人の同意を要する行為（13Ⅰ） 

 被保佐人が次に掲げる行為をするには、日用品の購入その他日常生活に関する行為をする場合を除き、その保

佐人の同意を得なければならない（13Ⅰ）。 

① 元本を領収し、又は利用すること。 

② 借財又は保証をすること。 

③ 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること。 

④ 訴訟行為をすること。 ※１ 

⑤ 贈与、和解又は仲裁合意をすること。 ※２ 

⑥ 相続の承認もしくは放棄又は遺産の分割をすること。 

⑦ 贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺贈を承認すること。 

⑧ 新築、改築、増築又は大修繕をすること。 

⑨ 602条に定める期間を超える賃貸借をすること。 ※３ 

⑩ ①から⑨までに掲げる行為を制限行為能力者の法定代理人としてすること。 ※４ 

※１ 民事訴訟法における特則 

   被保佐人が相手方の提起した訴え又は上訴について訴訟(応訴)行為をする場合(民訴 32Ⅰ)及び必要的共同

訴訟の共同訴訟人の１人が提起した上訴について、被保佐人が共同訴訟人として上級審で訴訟行為をする場

合(同 40Ⅳ)には、保佐人の同意不要 

※２ 被保佐人が贈与を受ける場合は含まれない。 

※３ 602条に定める期間 

  ・ 樹木の栽植又は伐採を目的とする山林の賃貸借 10年 

  ・ 上記の賃貸借以外の土地の賃貸借 ５年 

  ・ 建物の賃貸借 ３年 

  ・ 動産の賃貸借 ６か月 

※４ 未成年者の法定代理人が保佐開始の審判を受けた場合等である。 

 例えば、未成年者Ａの父Ｂが保佐開始の審判を受けたとする（保佐人をＣとする。）。 

 Ｂが、民法 13 条１項に掲げる行為をＡの法定代理人としてする場合には、Ｃの同意を得なければなら

ない（同項本文）。Ｂが、Ｃの同意を得ないで、民法 13条１項に掲げる行為をした場合には、Ｂ及びＣは

当該行為を取り消すことができる（Ｂは、120 条１項の「制限行為能力者」に該当し、Ｃは、同項の「同

意をすることができる者」に該当する。）。また、Ａも、当該行為を取り消すことができる（Ａは、120 条

１項の「他の制限行為能力者」に該当する。）。 
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３ 問題演習 

 

 補助に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記１から５までのうち、

どれか。 

ア 補助人の同意を要すべき法律行為の範囲は、民法第 13 条第１項各号に掲げられた行為の一部に

限られる。 

イ 補助人の同意を得ることを要する行為について、補助人が被補助人の利益を害するおそれがない

にもかかわらず同意をしない場合、家庭裁判所は、被補助人の請求により、補助人の同意に代わる

許可を与えることができる。 

ウ 被補助人が代理権付与の審判により定められた特定の法律行為を単独でした場合、補助人は、こ

れを取り消すことができる。 

エ 補助人の請求により同意権付与の審判及び特定の法律行為についての代理権付与の審判のすべ

てが取り消された場合でも、家庭裁判所は、職権により補助開始の審判を取り消すことはできない。 

オ 代理権付与の審判における代理権の範囲は、財産管理に関する法律行為に限られる。 

１ アイ    ２ アエ    ３ イウ    ４ ウオ    ５ エオ 
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４ 解答解説 

 

ア 正しい 

 家庭裁判所は、一定の者の請求により、被補助人が特定の法律行為をするにはその補助人の同意を得なければ

ならない旨の審判をすることができる（民§17Ⅰ本文）。この同意を得なければならないものとする行為は、民法

13条１項各号に規定された行為の一部に限られており（同Ⅰただし書）、それら以外の行為を補助人の同意を要す

る行為の範囲に含めることはできない。 

イ 正しい 

 被補助人が、同意権付与の審判により定められた特定の行為をするには、原則として補助人の同意を得ること

を要する（民§17Ⅰ）。しかし、補助人の同意を得なければならない行為について、補助人が被補助人の利益を害

するおそれがないにもかかわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、被補助人の請求により、補助人の同意に

代わる許可を与えることができる（同Ⅲ）。被補助人の利益を害するおそれがない行為であるにもかかわらず、補

助人の同意を得られないために被補助人がこれを有効にすることができないとすると、被補助人の自己決定権を

不当に制限することになるからである。 

ウ 誤り 

 被補助人が同意権付与の審判により定められた特定の法律行為を補助人の同意またはこれに代わる家庭裁判所

の許可を得ずにした場合、補助人はこれを取り消すことができる（民§17Ⅳ、120Ⅰ）。しかし、代理権付与の審

判（民§876の９）により定められた特定の法律行為を被補助人が単独で行った場合、補助人はこれを取り消すこ

とができない。代理権付与の審判がされても、被補助人の行為能力が制限されるわけではなく、補助人に代理権

が付与された行為であっても、被補助人は、自ら有効にこれをすることができるからである。 

エ 誤り 

 補助開始の審判は、同意権付与の審判（民§17Ⅰ）または代理権付与の審判（民§876の９Ⅰ）と同時になすこ

とを要する（民§15Ⅲ）。そして、一定の者の請求により、同意権付与の審判および代理権付与の審判をすべて取

り消す場合には、家庭裁判所は、職権により補助開始の審判を取り消さなければならない（民§18Ⅲ）。 

オ 誤り 

 家庭裁判所は、一定の者の請求により、被補助人のために特定の法律行為について補助人に代理権を付与する

旨の審判をすることができる（民§876の９Ⅰ）。この代理権の範囲に特段の制限はなく、財産管理に関する法律

行為（預貯金の管理・払戻し、不動産その他重要な財産の売買、賃貸借契約の締結・解除、担保権の設定、遺産

分割等の処分）はもとより、身上監護に関する法律行為（要介護のための介護契約、施設入所契約、医療契約等）

もその範囲に含まれる。 

 以上により、正しいものはアイであり、正解は１となる。 

 


